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実績確認監査等事業者への報告

実績確認監査等事業者への報告 相談窓口・申請案内等事業者との連携

実績確認監査等事業者への報告

◆仕様書記載の内容に沿って、実績確認監査等事業者への報告を行いました。

① キャンペーン期間中、食事券販売・使用の実績を、毎月、定められた様式により、実績確認監査等事業者へ報告致しました。

様式、期日及び方法は、実績確認監査等事業者様ご指定の内容に従い、対応致しました。

② キャンペーン期間中、飲食店への代金振込の実績を取りまとめた書類と、それらの根拠となる証拠書類を、毎月、

定められた様式により、実績確認監査等事業者様へ報告致しました。

様式、期日及び方法は、実績確認監査等事業者様ご指定の内容に従い、対応致しました。

③ キャンペーン期間終了後、食事券販売、使用の実績と、飲食店への代金振込の実績、その根拠となる証拠書類を、

別途定められた様式により、実績確認監査等事業者様へ報告し、承認を得ました。

様式、期日及び方法は、実績確認監査等事業者様ご指定の内容に従い、対応致しました。

④ 毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよう、事業開始に当たり、事前テスト報告に協力致しました。

実績確認監査等事業者様の指定する方法により、ダミーデータの提出などを行いました。

また、提出データの正確性に責任を負い、実績報告や根拠資料のデータ提出に当たっては、

複数の者によるダブルチェックを行い、また確認者を変えて複数回確認を致しました。

⑤ 実績確認監査等事業者が行う不正防止のためのヒアリング、監査、抜き打ち検査などに協力致しました。

⑥ 実績確認監査等事業者との連絡窓口を設置致しました。

相談窓口・申請案内等事業者との連携

◆仕様書記載の内容に沿って、相談窓口・申請案内等事業者と連携をとりました。

①受託者は、相談窓口・申請案内等事業者が、事業の基本的内容を、消費者と飲食店に説明するために

必要となる情報の提供に協力すること。

② 受託者は、委託者の指定する事業者が、食事券発行事業者と連携した広報を実施することに協力すること。

③ 受託者は、相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口を設置すること。

（対応内容）

●相談窓口・申請案内等事業者様から提供頂いたQ&Aを、ぎふ Go To Eat キャンペーンのホームページに掲載致しました。

●相談窓口・申請案内等事業者様から依頼を受け、ぎふ Go To Eat キャンペーンの食事券の券面デザインを提供致しました。

●相談窓口・申請案内等事業者様が指定する期日、および毎週金曜日に、新規加盟店リストを送付し、

Go To Eat店頭ツール一式を送付頂きました。

また、相談窓口・申請案内等事業者様の在庫が無くなった場合には、事務局で印刷し送付致しました。



117

偽造防止対策・不正利用対策｜偽造防止対策（食事券見本）

※偽造防止対策として、上記以外にファミリーマート独自の特殊加工を施してあります（社外秘）

正規 偽造の疑いあり

①
上記赤枠部分の「COPY」という文字が目視
で薄く確認できる程度。

上記赤枠部分の「COPY」という文字が濃く浮か
び上がっている。

② 上記青枠部分に光沢がある。 上記青枠部分に光沢がない。

③
食事券の表面と裏面は手触りが異なる。
（表面に偽造防止加工を施しているため）

食事券の表面と裏面で手触りが同様。

下記を必ずご一読いただき、お取り扱いの程よろしくお願いいたします。

◆ チェック項目

偽造された食事券を受け取ってしまうことにより換金ができず、加盟店の皆様が正当に売り上げを受け取れない
ことを防ぐため、食事券受け取り時には、必ず上記①②③のチェックをご励行いただくようお願いいたします。

Go To Eatキャンペーン岐阜県事務局
【お問合せ先】 ぎふ Go To Eat キャンペーン コールセンター

TEL：0570-07-5210
受付時間：10時～17時（土・日・祝日を除く）

【重要】食事券受け取り時の注意事項（不正防止に関して）

◆ 食事券見本（不正コピーされたもの）

①

①
①

②

③
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偽造防止対策・不正利用対策｜不正利用対策（消費者）

買い占め・転売・偽造

◆ 対策
1. 食事券販売期間中、ラクマ、メルカリ、ヤフオク等で“ぎふGo To Eat” “Go To Eat岐阜”で検索し、出品（転売）の有

無を確認
2. 目安を30セットとし、これを超えた申込みは事務局に連携が来るように事前依頼（ただし、岐阜県は購入回数制限は設け

ず）
3. 予め店舗に食事券の見本を配布（スターターキットに同封）。従業員への周知徹底をお願いすると共に、「偽造防止対

策」で前頁の内容を加盟店マニュアルに記載

◆ 実事例
1. メルカリで１件出品を確認。削除依頼にて対応
2. 飲食店（加盟店）との関連性が無ければ問題なしと判断
3. 飲食店（加盟店）から、取り扱いの怪しいものについてはコールセンター経由で事務局に連携。未使用であること、購入者

と同一人物であること、券の状態(※)を確認し、都度判断

※ 券の状態の確認事項
• 岐阜県の食事券であることが確認できること（「ぎふ」の文字が読み取れる状態）
• 券面の金額が確認できること
• 食事券の裏面下部に記載の券番号が確認できること
• 券面の面積が５分の４以上残っていること
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偽造防止対策・不正利用対策｜不正利用対策（飲食店）

飲食店による加盟店要件の偽装、実体のない店舗の加盟に対する対策

◆ 対策
1. WEB、書面での加盟店登録を実施
2. 申請があった段階で、お店のホームページ・グルメサイトなどを確認
3. 判断が怪しいものは、個別にヒアリング

（ヒアリング内容）
• 日本標準産業分類の中分類「76飲食店」に分類される飲食店であり、かつ、食品衛生法第52条第1項に基づく「飲食店

営業」又は「喫茶店営業」の許可を得ているかどうか
• 「外食業の事業継続のためのガイドライン」に基づいて感染予防対策に取り組んでいるかどうか
• 飲食スペースがあるかどうか（集合型店舗のフードコート等の場合、共用のイートインスペースを確認）
• 座席数の確認（店内飲食に際し、十分な飲食スペースが確保されているか）
• 不特定多数の人が食事できるかどうか
• 照明は10ルクス以上あるかどうか
• カラオケの有無（Go To Eatキャンペーン期間中はカラオケ設備を利用しない）
などを再確認事項として補足した

使用済み食事券の無効処理しないことによる不正

◆ 対策
1. もぎり型の食事券を採用（点線で切り取り可能。それぞれに同じ個別番号が付与されている）
2. 上記仕様により、精算センターへ半券（換金センター送付用）を送付することで換金とした為、無効処理しないことによる

不正はなし

飲食店による自己取引・架空取引・虚偽取引

◆ 対策
1. 目安を30セットとし、これを超えた申込みは事務局に連携が来るように事前依頼
2. 申込情報を飲食店の登録データと照合し、合致するものを抽出
3. 個別調査し、農林水産省へ報告

◆ 実事例
1. 加盟店登録のメールアドレスと食事券購入時のメールアドレスが同じかつ大量購入を確認
2. 加盟店登録の電話番号と食事券購入時の電話番号が同じかつ大量購入を確認
3. 誓約書の不正防止取引に関する事項（食事券の自己取引、架空取引、虚偽申告は行いません）に逸脱の可能性あり

（対応内容）架電による状況確認
• 同じメールアドレスにもかかわらず、複数氏名で購入されているものが全て本人購入かどうか
• 同じ電話番号にもかかわらず、複数氏名で購入されているものが全て本人購入かどうか
• 購入目的は、架空の自己取引ではないか
• プレミアム分は、店舗側が得ていたのではないか
• 本人が購入した分は、店舗の利益にしていないか

（対応結果）
• 架電によるヒアリングの結果、個人利用目的であり、自己取引、架空取引、虚偽申告ではないことを確認
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偽造防止対策・不正利用対策｜その他事例（発券店舗）

紙切れへの対応

◆ 実事例
1. ファミリーマートを利用した食事券発券地域において、全国的に紙切れ（ロール紙の不足）が発生
2. 岐阜県でも販売開始直後の2020年10月27日以降、利用者が集中している一部店舗にて、紙切れが発生

◆ 対応
1. 一時的措置として、近隣店舗、エリア内店舗間での用紙の補填をし対応
2. ホームページおよび購入者への一斉メールにて、食事券引換期間延長を発表
3. ファミリーマートに「Go To Eat食事券発行お問い合わせ窓口」を設置

4. 紙切れが安定的に解消するまで、店舗ごとの在庫状況を連絡要請
5. 消費者よりコールセンターへ紙切れ店舗の情報提供があった場合は、都度、事務局に連携し、ファミリーマート担当者に用

紙補充の対応を依頼

フリーダイヤル 0120-33-1238 営業時間＝10時～18時（10/31、11/1）
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新型コロナ感染拡大時の対応

岐阜県のまん延防止等重点措置や緊急事態措置などの実態（ぎふGo To Eatキャンペーン期間中）

名称 期間

岐阜県緊急事態措置 2021年1月14日（木）～2月28日（日）

岐阜県まん延防止等重点措置 2021年5月9日（日）～6月20日（日）

岐阜県まん延防止等重点措置 2021年8月20日（金）～8月26日（木）

岐阜県緊急事態措置 2021年8月27日（金）～9月30日（木）

岐阜県まん延防止等重点措置 2022年1月21日（金）～3月21日（月）

【事務局のコロナ対策】
1. 毎朝出勤時、検温と消毒を必ず実施（37.5度以上ある場合は、報告し出社しない）
2. 定期的に、事務局内を換気
3. 勤務時間中は、マスク着用
4. 始業時に、デスク回りを除菌シートで拭く
5. 各デスクにアクリルのパーテーションを設置
6. 事務所のデスクが向い合せにならないよう、横並びで間隔をあけて設置
7. 空気清浄機を設置し、常時稼働させる
8. 昼食時は、人数を分散し、黙食
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所感

コロナ禍の影響が大きかった飲食業にとっては、本事業が経営基盤を支える一部となり、食材を提供する農林漁業者にとっても
大きな下支えとなった点で、非常に意義のある効果的なキャンペーンであったと考えます。
消費者・飲食店双方から同様の事業を望む声が多数あった為、本事業の成果や課題点を活かしながら、後継事業に発展させ
ていきたいと考えています。

弊社では、「お得なお食事券で“岐阜のおいしい”を楽しもう!!」をコンセプトに、感染予防対策に取り組みながら営業している飲
食店および、食材を提供する農林漁業者を支援するべく、約1年8ヶ月にわたりGo To Eatキャンペーンに取り組んでまいりました。

食事券申込・購入の利便性
幅広い購入者層に迅速かつ柔軟に対応できるよう、食事券の申込窓口を「Web受付」と「電話受付」の二本立てにしました。

Web受付は既存券・追加券とも全期間を通して大きな混乱はなく、スムーズに購入いただけました。電話受付は、発売開始直
後は回線が大変混雑しましたが、電話回線を増やしたり、Web受付へ誘導するなど、混雑緩和に努めました。

購入については、「24時間営業」「岐阜県内における店舗数の多さ」「多様な決済方法」等の理由から『ファミリーマート』を採
用し、購入者にとっての利便性を最重視しました。

食事券利用機会の創出
事業スタート時の食事券利用期限は2021年2月28日でしたが、感染拡大に伴い岐阜県と連携しながら、食事券の申込・

発券停止および利用自粛のお願いをしたため、その都度食事券利用期限の見直しをし、最終的に食事券利用期限を2022
年5月8日としました。

併せてテイクアウトやデリバリーの利用を推奨し、食事券利用機会の創出に努めました。その結果、総販売額に対する食事券
使用率は99.6%となり、多くの購入者に無理なくご利用いただけたと感じています。

飲食店支援
コロナ禍で甚大な影響を受けている飲食店に対し、迅速かつ幅広い支援ができるよう、加盟店登録目標を3,000店舗に掲

げ、Go Toトラベルと連携しながら、加盟店登録の促進に尽力しました。最終的に加盟店登録数は4,661店舗となり、当初の
目標を大幅に上回りました。

加盟店からコールセンターへ頂いたご意見や、食事券換金手続きの架電時に聞かせていただいた様々な声を活かすべく、換
金回数を増やしたり、食事券の仕様を変更したりするなど、加盟店に寄り添った対応に努めました。

「今後もこのような食事券事業をやってほしい」と望む声が多数あり、何らかの形でまた飲食店支援ができればと考えています。

広報活動
Go To Eatキャンペーンを周知するために、加盟店におけるポスター、ステッカーの掲示に加え、ファミリーマートでの店内放送や

のぼり・POP等の掲示、プレスリリース、新聞広告、フリーペーパー掲載、テレビ放映、公式ホームページの運営など、多種多様な
広報活動を行いました。様々な人の目に触れることで幅広い年齢層にキャンペーンをPRでき、食事券購入者の裾野を広げるこ
とができたと感じています。

食事券の売れ残り
高いプレミアム率で大きな期待と関心をもってスタートし、食事券販売開始直後は非常に好調に推移しましたが、感染拡大に

より申込・発券が何度か停止となり、利用自粛も重なったことから、食事券の売れ残りが生じる結果となりました。
発売・利用期間をもう少し迅速かつ柔軟に設定が可能であったならば、完売により近づけたのではないかと推察します。

食事券の紙切れ
岐阜県と同一スキームを採用した複数の都道府県で食事券の紙切れ問題が発生。岐阜県でも販売開始直後の2020年

10月27日以降、約2週間にわたり、利用者が集中している一部店舗にて紙切れが発生しました。
発券の問い合わせに関する臨時ダイヤルの設置、ロール紙の融通、食事券引換期限の延長などの対応をしましたが、発売前

に発券数を推定し、厳密にロール紙を管理していく必要がありました。

加盟店への迅速な情報伝達
食事券利用期限が延長になる毎に加盟店へは一斉メールや公式サイトで周知し、その後書面を発送しましたが、加盟店登

録時にメールアドレスの登録がされていなかったり、公式サイトを見ていない加盟店には、書面が届いてからの情報伝達となってし
まい、時差が生じてしまいました。加盟店登録時にメールアドレスの登録、公式サイトの周知を漏れなく実施すべきでした。

今後、県や自治体と協議の上、岐阜県の観光振興事業ならびに飲食業振興事業の一部として、岐阜県や地域住民への還
元に活用していく予定です。

◼ 成果

◼ 反省点・課題点

◼ まとめ

◼ 余剰金の取扱いについて
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